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N²EMの目的と活動内容
National Network for Emergency Mapping(N²EM、呼称「ネ

ム」)は災害時における被災地への情報支援を目的として2019年5

月24日に結成されたボランティア組織です。

オンライン上で災害対応に必要な地理空間情報作成と活用のための

情報支援活動を行うことにより、災害に強い社会を構築することを

目指します。

また、N²EMは災害対応に必要な情報を収集・集約し、広域的かつ

統一的なオープンデータの作成を行います。
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組織
役員：6名

会長：三浦房紀（山口大学）

副会長：金子正美（酪農学園大学）、坂井宏子

（にいがたGIS協議会）、村田岳彦（ヤフー株式会社）

理事：上金健一（日宣メディックス）、取出新吾（防災科研）

事務局：防災科研

参加団体：22団体
にいがたGIS協議会、日宣メディックス、ONE COMPATH、一般社団

法人情報支援レスキュー隊（IT DART）、NPO法人クライシスマッ

パーズ・ジャパン、青山学院大学 古橋研究室、やまぐちGISひろば、

酪農学園大学 環境GIS研究室、ESRIジャパン㈱、防災科研など

個人会員：67名

https://www.n2em.jp/
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https://www.n2em.jp/


災害対応・意思決定の迅速化に
役立つ地図を作成

現場に活用してもらいたい
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バラバラに点在する情報

公開場所、フォーマット、公開・更新時期が異
なり、自動収集は困難
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データ化に人手が必要！



災害対応に必要なデータを
みんなで作りませんか？

オープンデータとして公開し
様々な機関が自由に利活用
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N2EMとは



N2EMの目的と活動内容

1. 情報収集と集約：発災時，災害対応に情報の収集と集約

2. ジオコーディング：情報に対して位置情報を付与する

3. 地図化：位置情報付与情報を活用し地理空間情報を作成

4. 情報公開：作成した情報や地理空間情報を広く一般に公開

5. 被災地域支援：被災地域等の求める情報作成に関わる支援

6. コンサルティング：利用者の目的に即した効果的な地図を
作成するために利用者と打ち合わせ

7. 訓練：上記の活動を円滑に実施するための訓練活動
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……
給水給水給水

給水給水断水
給水給水入浴

給水給水道路

情報公開

各主体が公開・提供する災害関連情報データ

既存の他機関への
GISデータの提供

オープンデータとしての二次利用 CC-BY4.0

行政・個人への
GISデータ提供

…情報の流れ

赤文字… N²EMの作業

凡例
・点在する情報を集約・統合

・緯度経度を付与
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情報提供
情報提供



作業フロー
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事務局

リーダー

N2EMメンバー

作業依頼

作業依頼

リモート作業

データ入力
ジオコーディング
マッピング

オープンデータとして公開

行政

大学・研究機関

災害ボランティア

実働機関

企業

自由に利活用

行政・地域等からの要望



N2EM活動で得た知見を社会へ

データ公開の促進

オープンデータ化（2次利用）

データの集約

フォーマットの整備

etc
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行政・企業・NPOなど

提案



N2EMが公開したオープンデータ
• 住家被害

• 令和4年台風第14号

• 令和4年8月3日からの大雨

• 今冬の雪による被害状況（R3.11.1～R4.3.31）

• 令和4年福島県沖を震源とする地震

• 令和3年8月17日からの大雨

• 令和3年8月11日からの大雨

• 令和3年7月1日からの大雨（熱海伊豆山地区の土石流）

• 令和2年7月豪雨（7月3日以降に発生した大雨）

• 令和2年7月豪雨

• 令和元年東日本台風（令和元年台風第19号、ハギビス/Hagibis）

• 令和元年房総半島台風（令和元年台風第15号、ファクサイ/Faxai）

• 給水・断水データ
• 2月13日福島県沖の地震：断水情報

• 令和2年7月豪雨：断水情報

• 令和元年台風19号対応：断水情報

• 台風１５号対応：千葉県内の給水情報

• 令和元(2019)年九州地方北部における大雨対応：佐賀市給水情報

• 災害ボランティアセンター
• 令和元年東日本台風（令和元年台風第19号、ハギビス/Hagibis）

• 指定避難所データ
• 佐賀県、徳島県、高知県、鹿児島県、茨城県 12

https://www.n2em.jp/opendata/

https://www.geospatial.jp/ckan/organization/n2em

https://www.n2em.jp/opendata/
https://www.geospatial.jp/ckan/organization/n2em


消防庁の被害報から対象とする都道府県を決定
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都道府県の被害報
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ボランティアメンバーに依頼
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Googleスプレッドシートに
手作業で入力



標準化地域境界ジオメトリ付与システム
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防災クロスビュー: 福島県沖を震源とする地震

17

http://xview.bosai.go.jp/

面的震度分布との重ね合わせ



『民間事業者によるリアルタイム災害情
報提供研究会』に参画

近年、日本各地では激甚災害の種類や頻度が増すば
かりであり、迅速な対応が必要とされる場面が増え
ている。その一方で情報技術の高度化により、ド
ローン、レーザー、高解像度衛星、スマートフォン、
人工知能等により、様々な支援ができるようになっ
ており、例えば2016 年11 月にオープンしたG 空間
情報センターにおいても、民間社のプローブカーに
よる通行実績データは災害対策本部が設置される
ケースの災害で、被災後1 日以内には配信を始めて
おり一定のビジネスユーザーは存在している。

しかしそのようなデータの種類は限られており、道
路復旧等のハードの緊急支援業務等は年間契約によ
る精算払い等による処理の仕組などと比べると、被
災地を対象とした詳細な情報提供ビジネスについて
は、まだ途上である。

そこで本研究会では、そのような仕組について議論
を行い、設計を行っていくとともに、実際に研究会
を実施している期間に、大規模災害が起きた場合に
実証的に情報提供を行い、評価する取組を行う。
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参加団体

国土交通省 水管理・国土保全局

静岡県 基盤部 河川砂防局

東広島市 総務部

株式会社Agoop

朝日航洋株式会社

NTTインフラネット株式会社

国際航業株式会社

G空間情報センター

東京海上日動火災保険株式会

東京海上ホールディングス株式会社

東京海上日動火災保険株式会

パイオニア株式会社

株式会社パスコ

日本放送協会

アジア航測株式会社

東京大学 空間情報科学研究センター・教授関本 義秀

駒澤大学 文学部 地理学科・准教授 瀬戸 寿一

（一社）社会基盤情報流通推進協議会



リアルタイム災害情報に
12月からデータ提供開始予定
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https://www.geospatial.jp/disaster-info/

https://www.geospatial.jp/disaster-info/

